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1.は じめ に
筆者は近年,「 国際マーケティングの複合化(lnternationalMarketingDuplication)」 という
新概 念 を提 示 して い る。 複 合化 とは,簡 単 に言 え ば,世 界 的 標 準化(Worldwide
Standardization)と 現地適合化(LocalAdaptation)と いう一見二律背反的マーケテ ィング戦略
を同時に達成することであるω。
複合化問題は通常 「標準化問題(StandardizationIssue)」 と呼ばれ,国 際マーケティングの
主要問題の一つである。図1に 見 られるように,こ れを巡る論争が30年 以上にわた り行われて
いる。1960年 代 に!まヨーロッパにおける広告標準化 を巡る論争が,エ リンダーの主張に誘発
されて沸騰 した。70年 代 には標準化主張はやや下火になり,ダ グラスやウィンドなどの各国
市場の特殊性分析やソレンソン/ヴ ィーチマン,ボ デウィン/ハ ンセンなどによる標準化/適
合化の実証研 究が行われた。80年 代 には レビットの著名な論文 「市場のグローバル化」に端
を発 した新 たな標準化論争が生 じた。90年 代 に入 ると世界的標準化 と現地適合化の中間領域
を模索する動 き,標 準化 と経営成果 との関係 を追求する研究,さ らには標準化/適 合化の決定
要因を追求する研究も現れてきている②。
しか しなが ら,こ れ らの研究のほとんどは世界的標準化 と現地適合化 とを相反するものと捉
えている。世界的標準化でなければ現地適合化,現 地適合化でなければ世界的標準化と一義的
に定義 されているのである。その ような枠組みを全 く無意味なものであるとするわけにはいか
ないが,1980年 代後半以降の現実から見 ると不十分であると言わざるをえない。企業の有す
る経営資源の蓄積や通信 ・運輸技術の発達,市 場の同質化,競 争条件の大 きな変化 などを背景
に,多 国籍企業 と呼ばれる巨大企業は世界的標準化 と現地適合化 とを同時的に追求せざるをえ
ないようになっている。世界的標準化 によるコス ト削減や世界的イメージの確率などのメリッ
トを享受 し,現 地適合化によるそれぞれの市場 における顧客満足 を高めない限 り,現 代のビジ
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ネス世界 で生 き残ることは困難である。国際経営の分野では,単 純な集権化 ・分権化ではない
グローバルな統合戦略が早 くから問題 にされてきた。 ドッズやプラハラッドは 「パワー ・バラ
ンス ・モー ド」 としての混合形態 を提唱 している(3)。1980年代になるとポーターの 「グローバ
ル戦略」 が注 目され(4),根本孝/諸 上茂登は 「統合戦略」をいち早 く明確 な形で提示 した(5)。
バ ー トレッ ト/ゴ シ ャールの 「トラ ンス ナ シ ョナ ル組 織戦 略」(6),伊 丹敬 之 の 「グロー カル ・ 、
マ ネ ジメ ン ト」hl,イ ップの 「トー タル ・グ ローバ ル戦略」(8)な ど も単 純 な集権化 ・分権 化 で
は ない グ ローバ ル統合 をよ り強 く意識 した戦略を提唱 してい る。 国際経営 では ない がハマ ー/
チ ャ ン ピーの 「リエ ンジニア リング革命」(9)もパ イ ンの 「マス ・カス タマ イゼー シ ョン」(1①も,
情報 共有化 を挺子 に同様 のこ とを指摘 している と考 え られ る。以下 で は国際 マ ーケテ ィ ングに
限定 して議論 を進 め よう。
2.国 際 マーケティングの統合問題
(1)竹 内弘高/M.E.ポ ーターの問題提起
国際マーケティングの 「標準化vs適 合化」という二律背反的理解に対 して,竹 内/ポ ータ
ーは80年 代半ばに次のような正 しい指摘 をしている。
たぶん,質 問の仕方が間違っていたのではないか。「われわれはマーケティング活動 を標準
化すべ きか どうか」という質問をされたら,イ エスかノーかをはっきりさせなければならない。
国際マーケティングにより,い かにして世界的に競争優位を確立するか,と い う質問のほうが




あることを強調する。そ してそのためには 「地域化 と標準化を同時に追求すること」が重要だ
と指摘する。そ してその具体的方法 として国際マーケティング活動の国際的配置,国 際マーケ
ティング調整,マ ーケティングと非マーケティング活動 との連結の3つ を取 り上げている。
第1の 「国際マーケティング活動の国際的配置」では,一 般にマーケティング活動は地域的
性格 を有 しているものの,集 中方式あるいは地域一括方式で行 うことによって競争優位が得 ら
れるものがあるという。集中方式で競争優位が得 られるもの として,① 販促資材の制作,② セ
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一ルス部隊,③ サービス支援組織 ④訓練,⑤ 広告の5つ を挙げている。
第2の 「国際マーケティング調整」では次の4つ を取 り上げる。それは①各国共通の方式 を
用いる標準化,② 国から国へのマーケティング ・ノウハウや技術の移転,③ マーケティングの




究開発 とどのような連結関係にあるかが論 じられる。世界製品は製造部門や研究開発部 門の規
模の経済ない し学習効果に貢献することがで きる。マーケティングは以下の4つ の方策 によっ
て世界製品開発 に寄与するという。すなわち①海外販売子会社が開発の初期段階か ら参加する
ことによって 「最大公約数の製品」や 「市場ニーズとコス トの釣 り合いの とれた最適機能と特
性を備えた共通製品」の開発を支援すること,② 歴史的に異なる製品が求め られている市場 に
対 しても世界共通製品の需要を創造すること,③ 各国で市場細分化を行い 「各国共通セ グメン
ト方式」,「国別多様セグメン ト方式」,「類似国グループ化方式」 などで共通市場 を見つけて浸
透を図ること,④ 中核製品を標準化 しサービスあるいはアクセサ リ.一を現地仕様化 したり,い
ろいろな組み合わせがで きるモジュール方式を採用すること,で ある。
かれらの議論は非常 に気配 りの行 き届いたものである。とりわけ国際的配置と調整は重要な




体系 を持 ちそれゆえに自前の共同体利益 を主張する国民経済に配置 されたそれぞれの拠点を企
業意思によってどのように調整するか という問題 こそ,国 際マーケティングの主要な課題であ
り独 自性であると言えよう。
ただ 「調整問題」 とは 「親会社の調整問題」 と考えるべ きである。いかに海外子会社が力 を
つけ ようと,あ るいは地域統轄本部が三極な り四極に設置されようと,調 整を行 う主体は親会
社である。権限の委譲は親会社がそれを望む場合にのみ行われる。決 して親会社 と子会社が対
等な立場で協議をして行われるわけではない。多国籍企業に国籍が頑 としてあるように,国 際
マーケティングの調整は頑 として親会社 によって行われる。子会社に経営資源が蓄積 し,戦 略
的位置 も変化 し,かつ地域レベルでの販売意思決定 を速やかに行わねばならないようになると,
親会社の権限のい くつかが委譲 される。それに伴 って国際調整のや り方 ・課題 も変化せざるを
えないのであるが,親 会社の果たす戦略的役割 を見落 とすことは 「木を見て森 を見ない」結果
になろう。
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(2)根 本孝/諸 上茂登の問題提起
根本/諸 上は,国 際経営の基本戦略が1980年 代半ば既に集権化 と分権化の中間領域にある ・
という現実 を踏 まえ,親 子間の共同意思決定状況を明らかにすることが今 日の課題であると主
張す る。そのために新 しい概念枠組みが求められているが,そ のためには前提となる親子間関
係 を支配一従属関係ではな く 「平等的で互恵的関係」あるいは 「相互依存関係」 と捉 える必要
が あ る とい う。 その よ うな互恵 的関係 ・相互依 存 関係 の下 におけ る基本 戦略 を 「統 合
(Integration)」 と呼ぶo⇒。かれらの統合概念図は図2に 示 されている。統合は集権 ・標準化 と
分権 ・多様化の中間に位置 し,相 互依存性 に基づ く経営的要請に対応する戦略である。最近で
は,こ のような統合戦略経営 を 「グローバル重合 的経営(Polymerzation)」 と呼んでお り(13,
図3に 見 られるグローバル経営の4類 型モデルを提示 している。 これはグローバル経営の発展
形態 と多様 な調整形態 とを融合 した もので,こ のモデルに基づいて日本企業の企業文化戦略,
人事戦略,マ ーケティング戦略,R&D戦 略,情 報 システム戦略,財 務戦略などを総合的に実
証分析 している。
とりわけ国際マーケティンの標準化/適 合化問題 に早 くか ら注 目していた諸上茂登 は,輸 出
マーケティング以降の国際マーケティング発展動態から2つ の道程を導 きだし詳細に論 じてい
る。すなわち,シ ンプル ・グローバル戦略から発展する標準化重視の統合的グローバル ・マー
ケティング戦略 と,マ ルチ ・ドメステ ィック戦略か ら発展する現地適応化重視の統合的グロー
バル ・マーケテ ィング戦略である㈲。 この標準化重視の統合的グローバル ・マーケティング戦
略 と現地適応化重視の統合的グローバル ・マーケティング戦略が,ユ ニ ・グローバル(Unト
Global:本 社調整型),マ ルチ ・リージ ョナル(Multi-Regional:地 域本社調整型),ロ ーバル
(Local-Globa1:子 会社調整型),グ ローカル(Global-Coca::相 互調整型)の4類 型にさらに分
化 していることは図3に 示 されている通 りである。そこでは従来の 「標準化 一適合化パ ラダイ
ムの限界」を超克しようという強い意図が見受けられる。諸上によれば,1970年 代 までの伝
統的分析枠組みは標準化一適合化の一次元的世界にあった。いわゆる 「1軸2極 分析 フレーム」
である。 そ'れが80年 代の国際競争優位論の進展で,「2軸2極 分析 フレーム」 をもつ二次元的
世界 に拡張されるようになった。前掲図2に 見 られる根本/諸 上自身の統合概念も,こ の二次
元的世界にあると言えるだろう。 しか しながら,諸 上によれば,こ の二次元的世界の分析枠組
み も 「多数国の国境を同時に越えて遂行 される,今 日のより複雑な多国籍マーケティング活動
ない しグローバル ・マーケティング活動の説明や予測には限界がある」 という㈲。 さらに 「今
日の多国籍企業のマーケティング関連活動 を分析する際に,こ れまでの標準化一現地適応化の
分析枠組を適用することが,そ の実態 を見誤 らせ る危険をはらんでいる」 という⑯。そこで前
述の4類 型に基づ く図4の ようなグローバル ・マーケティングの分析 フレームを提示するので
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題あるいは調整問題が他の経営諸活動の統合問題あるいは調整問題 と切 り離 されて存在するこ
とはできない。その意味で,国 際マーケティング問題を国際経営管理問題全般の中に位置づけ
て分析 しようという諸上/根 本 らの方法論 は正 しい。一次元的標準化一適合化枠組みから二次
元的枠組みへ,そ してさらに高次の分析枠組みを提示 している意義 も大 きいと言わざるをえな
い。 しか も,か れらはその枠組みに基づいた調整メカニズムを日本企業を対象に分析 している
のである。かつて諸上は広告に関 して,広 告表現の次元(基 本的広告テーマ と広告コピー)な
らびに広告予算配分の次元(広 告資金のメディア配分 と広告 ・販促費の対売上高比率)に 区別
して実証研究 したことがある。 しかも,標 準化一適合化が市場環境要因ならびに企業要因とど
の ように関係す るかという,き わめて興味深 い分析 を行 っている㈲。最新刊では,グ ローバ
ル ・マーケティング調整メカニズムを 「集中化,プ ログラム化,社 会化」の視点か ら実証して
いる。集中化ではマーケティング ・ミックスの標準化度,親 子間の情報供給量,意 思決定場所
と本社指導性,ノ ウハウの分散度 と子会社マーケティングカ を分析 し,プ ログラム化ではマー
ケティング計画の明文化 とマーケティング計画手川頁の標準化 を分析,そ して社会化では経営理
念お よび組織文化の共通化とマーケテ ィング人材派遣,本 社研修,国 際 プロジェク トチームの
活用,グ ローバ1L会 議の活用 を分析 している⑱。その結果は図5に 示されている。 この ような
4類 型に基づ く多岐にわたる分析はきわめて貴重な ものである。ただそこにおいてさえ,筆 者
には国際マーケティング統合の実態が十分 に明 らかにされているとは思 えない。筆者の本稿で




ビ ー チ ラ ー他 は,在 米 ・在 欧 日系 子 会 社 の 意 思 決 定 問題 を 「分 権 化 と現 地化
(DecentralizationandLocalization)」 とい うタームで分析 している(1功。分権化 とは子会社による
意思決定であ り,現 地化 とは現地人による意思決定である。国際マーケティング意思決定の分
権化(あ るいはその逆の集権化)問 題 は四半世紀前にフェアウェザーやエイルマーが提起 して
いる古い問題である⑳。その後多 くの研究がなされているが,と もすれば子会社が意思決定 し
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ていればそれは子会社が自立的に行ったものだ,と いう単純な結論に陥 りがちである。しか し,
たとえ子会社が意思決定 していた としても親会社派遣の母国人が意思決定 していたとすれば,
それは親会社の意思決定 とそれほど変わらないものになるか もしれない。 したがって,ビ ーチ
ラー他は分権化 とは異なる現地化,す なわち現地人による意思決定を導入することによって,
一体,だ れが どこで意思決定をしているのか追求 しようとした。 さらには,分 権化ない し現地
化が子会社の経営成果にどのような影響を及ぼしているかを明 らかにしょうとした。
回答は在米 日系子会社の米国人幹部62人 か らと,在 欧 日系子会社の現地人幹部78人 か ら得
られた。サ ンプルの分権化/現 地化総体は表1に 示 されている。総 じて,親 会社 の日本人 と子
会社の現地人が協議 して意思決定するのが3割,そ して親会社の日本人だけで意思決定するの
が2割,子 会社 の日本人だけで意思決定するのも2割,子 会社の現地人だけで意思決定するの
も2割,子 会社の日本人 と現地人が合議で意思決定するのが2割 となっている。 ランキングす
れば,「 どこで意思決定するか」 という点では①子会社〉②双方〉③親会社の順であ り,「だれ
が意思決定するか」という点では① 日本人〉②双方〉③現地人の順である。分権化はかなり進
展 しているといえるものの,現 地化の進展はいまいちである。在米子会社 と在欧子会社 とを比
較すると,在 米子会社の方が在欧子会社 よりも分権化は進んでいる(1%水 準で有意)。 これ
はサ ンプル子会社の平均経験年数が在米子会社19年(日 本か らの輸出も含めた米国市場経験
は24年)と 在欧子会社の11年(同17年)よ り長いことが大 きく影響 していると考え られる。
また平均従業員規模 も在米子会社が689人 と在欧子会社の352人 の倍近 くあることも分権化 に
貢献 していると考えられる。 しかしなが ら,現 地化の程度は両者ほとんど同 じである。
表2は,14項 目についての分権化 ・現地化の程度 を示 している。注にあるように,1点 が日
本/日 本人だけによる意思決定,2点 が 日本/日 本人と現地/現 地人による協議 による意思決
定,3点 が現地/現 地人だけによる意思決定である。マーケテ ィングに関連 した項 目で言えば,
「日本 に関連 した製品/サ ービスの開発」や 「製品デザインの変更」などは日本 の親会社側 に
意思決定が所在 し,「日本にはない製品/サ ービスの開発」や 「製品/サ ー ビスの価格設定」,
「販売促進政策決定」 などは現地/現 地人側 にあるか双方の協議 によって決定 されていること
がわかる。分権化と現地化の相互関連性は一見高いように思われるが,「 製品/サ ービスの価
格設定」 などは分権はかなり進んでいるものの現地化は相対的に遅れている。 このような分権
化 と現地化のずれは,マ ーケティング以外の項目も含めると,「3カ年計画策定」や 「売上高目
標の設定」,「利益額 目標の設定」,「利益マージンの設定」,「現地資金調達」,「現地人幹部の昇
進」,「現地人幹部のボーナス」など多 くの ものに見 られる。 しか も,そ れ らはすべて分権化は
進 んでいるものの相対的に現地化は遅れている,と いう数値の現れ方をしている。そのことは
表2の 最下部 にある 「全体平均」 を見れば一目瞭然である。在米欧子会社 という日系子会社の
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中では比較的自立性の高いと思われる子会社でさえ,意 思決定の現地化は困難である。 しか し
なが ら意思決定の流れは必ず しも現地化の方向に進んでいるわけではない。 ビーチラー他は
「意思決定がどうあるべ きか」 とい う質問を している。それによると,確 かに親会社の 日本人
だけによる意思決定が獲得ポイントを下げ,子 会社の現地人だけによる意思決定がポイン トを
上げている。その一方で,親 子間の協議による意思決定や子会社における日本人と現地人によ




か,と いう興味深い問題にも彼女らは取 り組んでいる。 しか し,表3に 見 られるように子会社
の 「従業員モラル」 を向上 させる以外,有 意な相関は見いだせなかった。標準化/適 合化ある




にすることが多い。 これでは一次元的分析に終わってしまうが,そ のような一次元的分析で さ
え十分な蓄積がないのである。また従属変数をどうするか。項目としてはビーチラー他 が挙げ
ているものでも十分 と思われる。変化率(成 長率)を 見るのも面白い。問題はその尺度である。
まず客観的尺度を用いることはきわめて困難である。これまでのほとんどの研究は相対評価を
使用 している。同業他社 と比較 して良好か否かという相対評価である。これで十分な結論が得
られるか どうか疑問であるが,そ れに代わるものが見当たらない。 さらには,マ ーケティング
戦略だけでは経営成果が決まらない という当然の問題 も残 されている。経営成果との関係は筆
者 自身の今後の課題に してお きたい。
3.少 数サンプル企業の分析
(1)ア ンケー トの方法
ここでは少数サ ンプル企業の国際マーケティング複合化実態を考察 しておこう。アンケー ト
は1996年 春に行った。サンプル企業は1994年 フォーチュ ン500社 に属する企業(日 欧米)と
タイにおける外資系子会社(機 械組立産業)で ある。当該企業 における主要な製品を1つ 選び,
それと関わる海外対象市場 を特定 して,複 合化の実態についてFAXで 回答するよう依頼 した。
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その間,筆 者の勤務校が変わったことや前任校のFAX番 号が変更 されたことなどで得 られた
回答はごく少数であった。 しかもそのうちのいくつかは不備が多 く,こ こで使用で きた有効回
答 は13個 にとどまる。い くつかの企業には後で電話 インタビューや現地調査 も実施 している。
ここでの分析 は試論的分析にす ぎない。統計処理可能な数のサ ンプル収集については後 日に期




より適切 であろう。以下ではその製品部門についてのプロフィールを明 らかにしてお きたい。
その結果が表4で ある。やむをえない場合に限り企業全体 についての回答を記載 している。
「製品供給元」 については,日 本企業は母国と途上国の第三国か ら主 として供給 し,欧 米企
業は当該市場か ら,タ イにおける外資系子会社(表 記載の4社 はいずれも日系子会社)も 当該
市場か ら供給することが多い。
「対象市場への輸出開始年度」,「対象市場における生産子会社設立年度」については明確 な
区別がある。 日本企業の場合,輸 出開始 は1960年 代が多 く,生 産子会社設立はそれより5,6
年遅れ平均70年 代初めとなっている。欧米企業の場合,そ れより10年 ないしそれ以上早い。
「海外売上高比率」,「海外生産高比率」,「海外R&D比 率」は個別企業では大差あるものの,
日本企業 ・欧米企業 ・タイ子会社の3つ のグループ間に明確 な違いはない。 しか し,こ と親会
社の取締役会 に外国人が どれくらいいるか という 「取締役会外人比率」は日本企業 と欧米企業
とでは極端な差がある。 日本企業はほとんどゼロで,欧 米企業はきわめて高い。はたして欧米
企業の数値がどこまで信悪性があるか不明であるが,全 体の傾向は示されていよう。 日本企業
5社 が外 国人ゼロと回答 している中で,唯 一 「取締役会外人比率」が5%あ る と回答 したのは
国際化が早 くか ら行われた合成繊維企業(生 産子会社設立1969年)で あった。




国際マーケティング ・プログラム,国 際マーケティング ・プロセス,そ れに複合化主要促進
要因 ・主要阻害要因についての回答結果は表5に 示されている。
まず複合化プログラムについては4つ の方策を説明付 きで提示 し,そ れぞれ 「1.全くない」
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か ら 「7.頻繁 に採用」 まで リッカー ト型7段 階方式 で回答 して もらった。
①ハイブリッド方策
もっとも採用率が高かったのは 「ハイブリッド方策」 であった。「ハイブリッド方策」はマ
ーケティング ・ミックス(製 品政策,価 格政策,チ ャネル政策,プ ロモーション政策のいわゆ
る4P)の それぞれを,あ るものは標準化 し,ま たあるものは適合化するものである(図6参 照)。
キーガンが製品政策 と広告政策 との組み合わせで早 くに指摘 した⑳。建設機械や電卓,歯 磨 き
(ともに日),ド ライヤ(タ イ)な どさまざまな製品でハイブリッド方策が用いられている。た
だ し欧米企業では採用率は相対的に高 くない。 トイ レタリー(独)も 機関車部品(米)も4方
策中第3位 で しかない。この点は 日本企業 と明確な戦略的相違 を示 している。ハイブリッド方
策に関 しては次第の国際マーケティング ・プロセス(意 思決定の所在)の ところにも関連する
ので,そ ちらを参照 していただきたい。
②共通要素方策
次に採用率が高いのは 「共通要素方策」である。「共通要素方策」は核製品/部 品/中 間品
の集中生産(標 準化)に よって規模の経済(コ ス ト削減)を 享受 しつつ,最 終製品の機能,外
観 デザイン,パ ッケージなどを現地適合化 して顧客満足 を高める複合化方策である(図7参
照)。 電子 ・電気製品,自 動車,工 作機械 などの加工組立産業において特 に有力 な方策 である
と考えられる㈱。事実,サ ンプル企業のうち,そ のような産業 に属する製品を供給 しているも
のは,ほ ぼ6点 とい う高い採用率を示 している。一方,歯 磨 き(日)は4点,合 成繊維(日)
は5点 と相対的に採用率 は低い。欧米企業3社 はすべ て6点 と回答 し,日 本企業平均 と比較 し
て採用率が高い。 タイにおける子会社では変圧器(1点),ド ライヤ(2点),電 気部品(4点)
と低 かった。
③複数ライン方策
前2つ の方策 と比較 して,少 しだけ採用率が低いのが 「複数 ライン方策」 である。「複数ラ
イン方策」は親会社が子会社に対 して複数の選択肢を提示 し,そ の中か ら子会社が もっとも好
ましいと思 うものを選択する複合化方策である(図8参 照)。 欧米企業,タ イ子会社の場合に
は各社 とも 「共通要素方策」 と全 く同じスコアを記録 している。 日本企業の場合,建 設機械,
電卓,合 成繊維の3社 においてのみ 「共通要素方策」 より低い採用率になっている。欧米企業
はすべて6点 と高い。「複数 ライン方策」は単に親会社がアイディアを出すだけではな く,各
国子会社がそれぞれにアイディアを出し合ってその中から優秀なものをい くつか選択 して親会
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国際マーケティング ・プログラムに関するアンケー ト結果で一番意外であったのは 「共通分
母方策」が最低 の採用率を示 したことである。「共通分母方策」は早 くはマジャロが,1980年
代半 ばには竹内/ポ ーターが提示 している方策である㈱。 この方策では,ま ず各国市場 を細分
化す る。そ してその細分化 されたセグメン ト(部 分市場)を,製 品ポジシ ョニ ングや価格ポジ
シ ョニングを変 えることによって世界的 ・横断的 に結合する(図9参 照)。 ア ンケー トでは歯
磨 き(日,2点),電 卓(日,3点),ト イレタリー(独,2点),機 関車部品(米,2点),ド ラ
イヤ(タ イ,2点)な どが低かった。比較的コモディティ(生 活必需品)に おいて低いという
特徴が観測される。これは対象 となる多 くの市場で,い ずれもコモディティとしてほとんど変
わらないポジショニングを取 らざるをえない結果である と思われる。実際,6点 という高い採
用率を回答 しているのは建設機械(日),RV車(日),機 械(米),自 動車(タ イ)の4社 で,
いずれもコモデ ィティとは言 えない。ただ,コ モディティで もシャンプー(日)だ けは6点 と
いう高い採用率 を示 してことから企業別の相違について もっと詳細な分析が必要であろう。
(4)国 際 マーケ テ ィング ・プロセ ス
国際 マ ーケテ ィング ・プロセスは マー ケテ ィング計画 を中心 に統制 とコ ミュニ ケー シ ョンで
構 成 されて い るが㈲,こ こで は単 純 にマ ーケ ティ ング ・ミックスにお け る 「意思 決定 の所在 」
を尋 ね て い る。 ここで も 「1.現 地子 会社 だ け」 か ら 「4.親 子 間で協 議 して」 を挟 んで 「7.
本 社 だ け」 とい う,7段 階 評価 で 回答 して もらった。 そ して,も し回答 が1な い し2な らば
(つ ま り現 地子 会社が意思 決定 してい る場 合),実 際 に意 思決定 を行 っているの は 「a.現 地 人」
「b.日 本人」 「c.第 三国人」 のいず れか であ るか も尋 ね てい る。 質問項 目は製品政策 で10個,
価格 政策 で3個,販 売促 進で7個,流 通 政策で5個,合 計 で25個 であ る。
①製品政策
製品政策(そ してすべてのマーケテ ィング政策)全 体で もっとも高い数値を示 したのは 「ブ
ラン ド」であった(全 平均5.5点)。 ついで 「研究開発」 と 「商標」,「デザイン」が5点 以上で
ある。これ らは親会社によって主 として意思決定が さなれている。この結果は従来の研究成果
と整合する㈲。「デザイン」の5.1点 は意外に高かった。これは欧米企業や タイ子会社に高い数
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値を回答 したものが多かったためである。 日本企業だけだと4.7点 まで低下する。機械(米)
のように現地子会社の現地人によって意思決定がなされるような完全な現地化 もある。
「核製品機能」は 日本企業,欧 米企業 ともに高い(5.3点)。 「核製品機能」の標準化は 「ハ
イブリッド方策」や 「共通要素方策」の重要なポイン トであるので,全 体 としてももっと高い
数値を示すものと考えていた。 しかしタイ子会社などにおいて低い数値の回答が多 く全体 とし
ては4.6点 にとどまっている。合成繊維(日),シ ャンプー(日),ト イレタリー(独)な どが
最高点の7点 をつけている一方,機 械(米),自 動車(タ イ)は3点 であ り,変 圧器(タ イ)に
いたっては1点 にす ぎない。後3者 のような組立機械製品において核製品機能が子会社側で決
定されているのは意外 な結果であった。
製品政策の中で もっとも点数が低い(子 会社 による意思決定がなされている)の は 「アフタ
ーサービス」である。「アフターサービス」 は産業財や耐久消費財においては重要な競争優位
になるものである。そのような製品を供給 している企業はかなり親会社の統制が働いているも
のと考えられる。一方,電 卓や歯磨 き,シ ャンプー,そ の他の トイレタリー製品などにおいて
はそれほど重要でないと思われ,子 会社 による意思決定が中心であると思われた。実際,ト イ
レタリー(独)の1a点(現 地子会社の現地人)や シャンプー(日)の1b点(現 地子会社の 日
本人),電 卓(日)の3点 の ように,こ の分野で子会社側に意思決定が所在 しているものがあ
った。一方,こ のような事前の予想 を裏切るものも少 なくはない。歯磨 き(日)や ドライヤ
(タ イ,こ の子会社 は全体 として点数が高い)は 「ア フターサービス」に6点 をつけてお り,
他方では機械(米)や 機関車部品(米)は1a点 を,変 圧器(タ イ)も1点(こ の子会社 は製品
政策の3項 目を例外 として残 りはすべて1点 と回答 している)を つけている。
上記以外の製品政策については,ま ず高い点が予想された 「製品保証」は意外 にも低 く,欧
米企業(回 答2杜)で は完全に現地子会社の現地人任せであった。日本企業 においては大体に
おいて4点 以上であったが,キ ャタピラーやキャノンなどの例で喧伝 されているほど世界的標
準化の兆候は見 られない。「包装」 は大方の予想通 りあ まり親会社による一方的な意思決定は
なされていない。例外 は トイレタリー(独)の6点 である。この企業は製品政策 においては親
会社が,そ の他のマーケティング政策においては現地子会社が意思決定するという棲み分けを
行っている。製品政策のうち 「研究開発」 「核製品機能」「デザイン」「ブラン ド」「商標」の5
つは7点(完 全親会社意思決定)で あ り,そ のような世界戦略の一環 として 「包装」 も親会社




168一 経 営 論 集 一
み尋ねた。この3項 目すべてにおいて回答 は3.5点 以下であ り,現 地子会社側に意思決定の所
在が片寄っていることが分かった。また 「小売価格」,「卸売価格」,「価格ポジショニング」の
順で現地子会社の方に意思決定のウエ イ トがかか っている。 これ らは従来の研究成果 と一致す
る。
ただ機械や 自動車,電 気部品,ド ライヤなどにおいては 「4.親 子間で協議 して」 という中




における移転価格問題である。当該市場の課税当局 は 「アンダー ・プライシングによる利益圧
縮 ・税逃れ」 を摘発 しようとし,子 会社は 「適正な利益幅」 を主張する。逆に輸出先市場の通
商当局はダンピング提訴 をてぐすね引いて待っている。だからといって高価格販売では厳 しい
競争に生 き残れない。価格において も親会社の世界的調整 を必要 とするわけである。このよう
な産業に属す る企業に対する筆者の ヒヤリング調査 によれば,子 会社の輸出価格 に関しては親
会社が一義的に決定するところが多 く,現 地あるいはローカル市場販売価格に関 しては親子間
で協議 して決定するところが多い。
包装消費財 などのコモディテイでは価格設定に関 して,現 地子会社の意思決定の度合いが強
いことがこれまでの研究で繰 り返 し検証されている㈲。事実,こ こで もシャンプー(日)と ト
イ レタリー(独)の2社 は 「小売価格」 と 「卸売価格」の双方において,完 全に現地子会社が
意思決定 している(1点)と 回答 している。 このことは製品特性から導かれる結論 としては順
当なものであると言える。 トイレタリー(独)の 企業は 「価格ポジシ ョニ ング」だけ5点 と親
会社の関与が強まる。先述 したように,世 界的ブラン ド戦略を採るこの企業の一貫 した姿勢 を
見 ることがで きる。一方,同 じようなコモディテイの範躊に属す る歯磨 き(日)は,「 小売価
格」「卸売価格」「価格ポジシ ョニ ング」 という価格政策の3項 目すべてについて4点(「 親子間
で協議 して」)と 回答 している。前2社 との相違は興味深い。 日本 において,こ の歯磨 きの企
業 とシャンプーの企業 とは事ある毎に比較される2社 であ り,価 格政策の違いには企業の経営
資源な り企業戦略が色濃 く反映 しているものと思われる。
③販売促進政策
予想通 り,販 売促進政策は相対的に現地化 され る度合いが強い。7項 目それぞれの平均点に
おいて3点 を上回るものはない。例外 は 「広告テーマ」で,そ れでも3.4点 で しかない。従来
の研究によれば 「広告 テーマ」は標準化される度合いが強 く,こ の点数 自体 は予想 よりも低か
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つた。サ ンプル数が少ないためであろ うか。とくに機械(米)と 機関車部品(米)の2社 が1a
点 と回答 して平均点を下げている。「広告テーマ」 についで高いのは 「広告表現」,「広告コピ
ー」,「PR」 などである。これらも ドライヤ(タ イ)の6点 を例外 とすれば,高 くてもせいぜい
4点 である。 もっ とも低いのは 「販売員管理」で,い くつかの企業が 「メデ ィア選択」や
「POP(店 頭広告)」 よりも低い点数をつけている。 とりわけ合成繊維(日)の 企業は販売促進
政策の他の項目はほとんど4点 であるが,「 販売員管理」は1a点 をつけている。 これは現地子
会社 において現地人が意思決定をしていることを意味 している。「販売員管理」 も従来の研究
成果から点数が低 くなることが予想 されていた。
販売促進政策で とりわけ注 目すべ きはコモディテイ3社 の共通性である。歯磨 き(日),シ
ャンプー(日),ト イレタリー(独)の コモディテイ3社 は 「広告テーマ」「広告 コピー」「広
告表現」の3項 目についていずれ も4点 以上つけなが ら,「 メデ ィア選択」「PR」「POP」 「販売
員管理」の4項 目についてはほとんど1点 をつけている。価格政策では3社 のうち1社 が異なっ
た姿勢 を示 したが,販 売促進政策ではほとんど共通の姿勢を示 している。 しかも,こ のような
回答パ ターンは他の企業には見あたらない。この3社 だけが示 し合わせたように同 じような回
答を寄せているのである。製品/産 業別特徴 として検討すべ き課題である。
もう1つ,機 械産業に属する企業の販売促進政策はほとんど現地化 されていた。機械(米),
機 関車部品(米),変 圧器(タ イ),建 設機械(日)の4社 は販売促進政策7項 目のほとんどを
現地子会社で現地人が決定 している。建設機械(日)の 企業の 「PR」だけ6点 と飛び抜けて高
いが,そ れ以外はすべて分権化 ・現地化が徹底 している。一般に機械産業に属す る傘業の販売
促進政策はコモディテイ産業に属す る企業のそれよ りも親会社の意思決定関与が強い と予想 さ
れたにもかかわらず,意 外な結果であった。 もちろん,サ ンプル数が少ないことから断定はで
きないが,こ れ も製品ないし産業別特徴 として検討すべ き課題であると思われる。
④流通政策
流通政策 はマーケティング ・ミックスのなかで も海外子会社が意思決定 していることが多い
と言われている分野である。アンケー ト結果においても全社平均点は2.5点 と4Pの 中で もっと
も低い。 日本企業だけとると3.0点 であり,販 売促進政策の2.7点 より少 し高 くなっている。全
体 として流通政策が最低点を記録 しているのは,欧 米企業が回答 した項目すべてが1a点 だっ
たためである。欧米3社 は流通政策の5項 目をすべてを海外子会社の現地人に任せている。
タイ子会社の場合,さ まざまである。 ドライヤ企業はマーケティング ・ミックス全体 として
集権化の度合いがもっとも強い。流通政策でも 「卸売 システム」 と 「小売システム」 は6点 と
親会社集権度が高 く,「物流 システム」「メインテナンス ・システム」「部品補給 システム」の
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3項 目は4点 以下 となっている。一方,変 圧器企業の流通政策は完全に分権化 されている。電
気部品企業は5項 目とも4点 で,自 動車企業は5項 目とも3点 以下である。
日本企業の流通政策 を一般化 して述べることは困難iである。シャンプー企業は,タ イの ドラ
イヤ企業 と同様に,「 卸売 システム」 と 「小売 システム」には6点 と回答 している一方,そ の
他の3項 目は2b点 と回答 している。歯磨 き企業は,逆 に,「 部品補給 システム」が3点 である
ことを除いて他の4項 目はすべて1a点 と回答 している。相対的に歯磨 き企業の方がシャンプー
企業 よりも分権化 ・現地化 されていると言える。歯磨 き企業の場合,意 思決定の所在が完全 に
海外子会社にあるとする1点 と回答 した全8項 目すべてで,現 地人が意思決定 を行 ってい る
(表ではaと 記入)。 シャンプー企業の場合,意 思決定の所在が海外子会社 にあるとする1点 な
い し2点 と回答 した全12項 目のうち,流 通政策3項 目を含んで8項 目が 日本人が意思決定を行
っている(表 ではbと 記入)。 これは企業戦略に基づ く合弁形態の違いに依るところが大 きい。
シャンプー子会社 も歯磨 き子会社 もどちらも合弁会社であるが,出 資比率は前者の87%に 対
し後者 は51%に すぎない。 しか も前者が独 自ブランドで市場開拓を しているのに対 し,後 者
は合弁パ ー トナーのブラン ドで市場開拓 している。流通政策についても前者が親会社流の直販
政策を採 っているのに対 し,後 者は卸売流通を中心 としている㈲。
その他 の日本企業は,ス コア的には大体4点 以下で平均的数値を示 している。ただ個別に見
ればい くつかの興味深いことがわかる。合成繊維の企業 は,そ の他の企業とは異なり,「卸売
システム」「小売 システム」の2項 目が2a点 とその他の項目の3b点 より低 くなっている。前2
項 目と後3項 目では意思決定の所在が異なると考えることがで きるか もしれない。また電卓の
企業 は 「部品補給 システム」だけ5点 と別格 に高 くなっている。「部品補給 システム」がその
他の4項 目よ り高いのは歯磨 き企業にも見 られる。「部品補給システム」は,近 接する 「物流
システム」や 「メインテナンス ・システム」 と異 なった意思決定がなされているのか もしれな
いo
(5)複 合化の促進要因 ・阻害要因
1960年 代の標準化論争以来,標 準化の阻害要因を環境要因に求めるのが通例 になっている鋤。
確かに各個に異質性を内在させ る環境要因は,個 別企業の希望である世界的標準化の大 きな阻
害要因となって きたことは否定できない。それぞれの市場の異質性は目に付 きやす く,そ れを
分析する消費者行動論や市場細分化論,文 化人類学などの発展 も近年著 しい。自然,企 業は標
準化 を望むのにそれが達成できないのは異質な環境要因のためであるとい う議論が出て くる。
また,異 質であった環境が運輸 ・通信 ・情報 などの技術が発達 したために世界的規模で市場の




「環境要因二達成可能要因,企 業要因=達 成遂行要因」分類法 も同 じ発想法である幽。このよ
うな単線的区別がいかに不十分であるかについては筆者は既に別稿で繰 り返 し論 じてきた㈲。
まず表5下 段にある 「複合化の促進要因 ・阻害要因」の見方を説明 しておこう。ここでは複
合化の促進要因 ・阻害要因をX=企 業要因,Y=製 品/産 業要因,Z=環 境要因の3者 から捉
えている。企業要因には1.競争優位の所在,2.戦 略志向,3.国 際化度,4親 子関係 という4つ の
中項 目があ り,そ れぞれはまた小項 目に分けられている(ア ルファベ ットで記す,以 下同じ。
表6参 照)。 製品/産 業要因には1.産 業特性,2.製 品 タイプ,3."品 寿命(PLC)段 階,4技 術
レベル,5.関 与 レベル,6.代 替性 という6つ の中項目を掲げ,環 境要因には1.法制度,2.社 会構
造,3.金 融構造,4.経 済規模,5.経 済発展,6.イ ンフラス トラクチュア,7.:地 理的要因,8.文 化
要因,9.消 費者行動の9中 項 目を挙げている。以上のことから,表5に た とえば 「X3a」とあれ
ば,そ れは 「企業要因」の 「3.国際化度」の中の 「a.組織構造」 を示 していることになる。
回答者には,表6の 中から促進要因ならびに阻害要因と考えられるもの をそれぞれ3つ 選択
し,Jll頁位 をつけて記入す るよう依頼 した。その際,具 体的に(例:X3b,Z7c,あるいはY6
など)回 答するよう依頼 している。Y6の ように中途半端な回答 を認めたのは,小 項 目が特定
できない場合 もあることを考慮 してである。
①主要促進要因
国際マーケティング複合化主要促進要因には,企 業要因が多 く挙げられている。1位 だけ採
るとXが10個 でYが2個,Zは ない。1位 の企業要因の内容は,X1(競 争優位の所在)が 「研
究開発」2,「 製造」,「人的資源」であ り,X2(戦 略志向)が 「ROI」 と 「不明」,X3(国 際化
度)が 「経験年数」,X4(親 子関係)が 「親子間のコミュニケーション」2で ある。Xと だけ回
答 した ものが1つ あった。同 じ企業要因で も多岐にわたっていることがわかる。「研究開発」
に競争優位がある企業が世界的標準化を志向す ることはこれまでの研究で も知 られている㈲。
彼 らは高度技術製品を 「標準化」することでむしろ現地市場の顧客満足を高めていると言える。




ポイントである。本章第2節 で見た 「取締役会外人比率」における日本企業 と欧米企業 との差
は大 きい。ただ し複合化が 「取締役会外人比率」のみで決定されるわけではないことも事実で,
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日本企業は少 くとも1980年 代 までは低い 「取締役会外人比率」であ りながら相対的に上手に
複合化を達成 してきたのである㈲。 またX4の 「親子間の コミュニケーション」を2社 が挙げて
いることも注目してよい。「親子間のコ ミュニケーション」の善 し悪 しは,現 地市場での顧客
満足 を損 なわずに世界的標準化が遂行で きる重要条件であると考えられる㈲。
促進要因の第1位 にYを 挙げた企業が2社 ある。その2社,す なわち合成繊維(日)と 自動
車(タ イ)は 第2位 にもYを 挙げている。1位 に合成繊維企業は 「PLCが 成熟期」を挙げ,自
動車企業は 「産業上の競争優位の所在」を挙げている。2位 には両者 とも 「技術 レベルが高度」
を挙げている。高度技術製品がPLCの 成熟期を迎 えると,そ れを受容する市場の世界的拡大
に伴 って標準化戦略が採 られることは大いにあり得ることである。ここでは,少 なくとも2社
が企業要因よりも製品/産 業要因を国際マーケティング複合化の促進要因に挙げていることに
注 目しておきたい。
右端の数値は,1位 から3位 までの順位を無視 して促進要因XYZが 全体でそれぞれいくつ回
答 され てい るかを示 している。 これに よると回答34の うちXが20個(58.8%),Yが8個
(23.5%),Zが6個(17.6%)で ある。 日本企業の場合も欧米企業の場合 もほぼ同 じ傾向が見 ら
れる。
Y(製 品/産 業要因)で は上記 した ものも含め,Y1(産 業特性)で 「競争の程度」 と 「産業
上の競争優位の所在」が,Y3(製 品寿命段階)で 「成熟期」が,Y4(技 術 レベル)で 「高度」
2と 「低度」が,Y5(関 与 レベル)で 「高度」が挙げられていた(不 明1)。Y2(製 品タイプ)
とY6(代 替性)に ついては今回回答がなかった。一般 に,製 品 タイプ(産 業財 ・耐久消費
財 ・非耐久消費財)に よって標準化/適 合化の傾向が異なると論 じられることが多いが勧,現
実にはもっと複雑 な要因が関わっているものと思われる。
Z(環 境要因)で はZ1(法 制度)で 「条例」 と 「規則」が,Z5(経 済発展)で 「経済発展 レ
ベル」が,Z6(イ ンフラス トラクチュア)で 「支援産業」が,Z8(文 化要因)で 「宗教」が
挙げ られていた(不 明1)。 今回,環 境要因の中に 「市場の同質化」 という項 目を入れていな




主要阻害要因の第1位 として企業要因を挙げた企業が2社,製 品/産 業要因を挙げた企業が4
社,環 境要因を挙げた企業が6社 であった(1社 無回答)。 環境要因を阻害要因の第1位 に挙げ
た企業が半数いる。環境要因 といって も回答は分散 してお り,言 語を挙げたものが2社,法 律,
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為替相場,経 済規模 を挙げたものがそれぞれ1社 ずつあった(他1社 は不明)。 筆者は別稿で,
環境要因を強制的要因,半 強制的要因,任 意的要因の3つ に区分することの意義 を説 いた㈲。
区分視角は企業の戦略による。強制的要因は企業が否応な く適合化 しなければならない もので
法律,規 格,為 替相場,温 度,宗 教的タブーなどが含 まれる。今回のサ ンプル調査でも法律 と
為替相場の2つ が挙げられている。強制的要因への適合は,企 業実務的にはさまざまな問題を
引き起こすが,戦 略的選択の余地がな く,そ の意味での困難性はない。半強制的要因は企業が
マーケティング戦略 を策定する際にかな りの制約要因にはなるものの,絶 対 に従わなければな
らない というものではない。 これには法制化 されていない保護主義,人 口/教 育,競 争,市 場
規模,流 通機構,言 語などが含 まれる。今回のサンプル調査で も経済規模 と言語の2つ が挙げ
られてる。任意的要因は企業が適合化するか否か選択的に決定で きる要因である。任意的要因
には法制化 されていない愛国主義,家 族関係,経 済発展 レベル,ラ イフスタイル,国 民性など
が含 まれる。今回の調査では阻害要因 として任意的要因を挙げた企業はなかった。その点では
前述の区分を傍証 しているか もしれない。
シャンプー(日)と ドライヤ(タ イ)と い うコモデ ィテイ2社 が主要阻害要因として言語
(強制的要因)を 挙げている。コモディテイの場合,一 般に技術その ものの先進性に頼 ること
は少 なく,販 売員によるプッシュ ・マーケテ ィングの意義 も相対的に小 さい。 したが ってプ
ル ・マーケティングの代表である広告(と くにTV広 告)や ラベルの説明書 きが競争優位 とし
て重要になる。それだけ言語 に頼ることが多 くなるわけだ。シャンプー(日)の タイ現:地法人
とタイ広告代理店でのヒヤリングによれば,「 髪 をふわふわに'する」 というコピーの中の 「ふ
わふわ」 という表現 をタイ語で表現す るだけでも大変な苦労だそうである。 この会社では 「ふ
わふわ」 を一度英語の"bouncing"に 翻訳 し,そ れをタイ語に直 した。 しか しなが ら 「ふわふ
わ」 と"bouncing"と ではニュアンスが異なる。"bouncing"と 翻訳 したタイ語で ももちろん
異なっている。結局,「 ふわふわ」 とタイ語ではかなり異なることになる。 さらに背景 に歴史
的 ・社会的コンテクス ト問題があるのだか ら,広 告主のencodingし たmessageが タイ消費者
に正 しくdecodingさ れる保証は何 もない。はなはだ不確かなものである。加えてタイ語の表
現は長文になるという特性がある。日本語で数文字で表現できる広告 コピーやラベルが,タ イ
語だと延 々と長 くなる。そのため広告コピー作成やラベリングの際,限 られたスペース に広告




環境要因が複合化の主要阻害要因になりやすいことは理解 しやすい。 しか しながら,我 々が
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ここで注 目したいのは,半 数の企業が第1位 の阻害要因として企業要因や製品/産 業要因を挙
げていることである。従来の議論が見落 としてきた ところである。制約要因は何 も環境要因に
限 らない。むしろ企業要因や製品/産 業要因が主要な制約要因にな りうることを今回のサ ンプ
ルが示 している。
企業要因 を第1位 の阻害要因 として挙 げているはRV(日)と 歯磨 き(日)の2社 である。
RV企 業は 「2.戦略志向」の 「d,市場 シェア」 を挙 げ,歯 磨 き企業は 「4親子関係」の 「Xその
他」 を挙 げている。 このRV企 業は個別市場でのシェアではな くグローバル市場でのシェアを
志向 している。同社のRVは 日本ではかなり高級 な部類 に属するRVで あ り,途 上国で多 く販
売で きるものではない。実際,「 対象海外市場」 も米国,豪 州,欧 州 と先進国になっている。
このRVは 製品 としてはかなり標準化 されているが,競 争の激 しい分野だけに他のマーケティ
ング ・ミックスは現地ニーズを満たすようかなりの工夫を要することになる。歯磨 き企業はマ
レーシアを 「対象海外市場」 として挙げてお り,か な り標準化 された製品政策からきわめて現
地化 された流通政策まで高度なハイブリッド方策 を採用 している。 とすれば,マ ーケティン
グ ・ミックスそれぞれの意思決定において,親 会社 と海外子会社 との境界領域の設定や両者 の
思惑 の調整が必要となろう。ハイブリッド方策はマーケティング ・ミックスのいずれを標準化
しいずれを適合化するかアプリオリに決定されるものではな く,あ る水準に落 ち着 くまで親子
間における壮絶な鍔迫 り合いを経なければならない。この企業の場合,親 子間の調整を困難に
する別 な要因もある。マ レーシア市場に製品 を供給 しているのは親会社で もな くマ レーシア子
会社でもない。・第三国(途 上国)に ある兄弟子会社が供給 しているのである。そうなれば当然
のことなが ら,こ の第三国にある兄弟子会社 との調整も必要となる。TwoWayの コミュニケ
ーションだけでは不十分で複雑 な親子間関係が十分予想 される。
製品/産 業要因を第1位 の阻害要因として挙げているのは4社 ある。自動車(タ イ)は 「1.
産業特性」 を挙げ,合 成繊維(日)も 「1産業特性」の 「a産業寿命における段階」を挙げて
いる。電気部品(タ イ)は 「2.製品タイプ」 を挙げ,ト イレタリー(米)は 「3.製品寿命段階」
を挙 げている。わずか4社 という限られた数ではあるが,い ずれ も産業特性や製品特性 に関す
るものを回答 している。「4.技術 レベル」や 「5.関与 レベル」,そ れに 「6,代替性」を回答 した
ものは今回はなかった。「製品」 とか 「産業」 とかいう区別 も曖昧なものである。範疇 的には
産業が より大 きく,製 品はより小 さい。マーケテ ィング問題 を考える場合,産 業という広い範
疇 より製品 とい う絞 られた範疇に限定 した方がより適切であると思われる。産業によって製品
ライ ンの広が りと深 さが異なり,製 品とか産業とかいう言葉についてのイメージが異なるか ら
である。自動車産業は相対的にまとまりのあるものと考えられるが,家 電産業や トイレタリー
産業 とい うのは製品 ラインが広 く ・深 く,産 業としてのまとまりに欠ける。このような視点か
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ら見ると,自 動車や合成繊維の企業が産業特性や産業寿命を挙げ,電 気部品や トイレタリーの
企業が製品特性 を挙げているの も首肯で きる。
最後 に表5の 下段右端 に見 られる主要阻害要因第1位 ～3位 を総合 した数値について触れて
お こう。合計34個 の有効 回答 の うち企 業要因が5個(14.7%),製 品/産 業要因が10個
(29.4%),環 境要因が19個(55.9%)と なっている。この構成比は主要促進要因の構成比のち
ょうど裏返 しである。構成比だけ見れば 「環境要因=達 成可能要因,企 業要因=達 成遂行要因」
という図式が描 けそうである。だが今回の調査結果では,主 要促進要因における企業要因構成
比 も主要阻害要因における環境要因構成比も,全 体の6割 に満たない。われわれの分析視角か
らみれば,む しろその図式からはずれたものが4割 に も達することに注 目したい。 しか もシェ
ーマティックな図式か らはずれたものが,主 要促進要因 ・主要阻害要因のいずれにおいても第
1位 に挙げ られることも少 なくない。企業要因,製 品/産 業要因,環 境要因の3者 は国際マー
ケティング複合化の促進要因にもな りうるし阻害要因にもなりうる。我々はもっと多 くのサン
プル調査 によって,ど のような条件が この ような違いをもたらす ものか検討する必要があろ
う。
4.ま とめ
本稿は,ア ンケー ト調査に基づ き国際マーケティング複合化の実態 に迫ろうとしたものであ
る。諸般の都合でアンケー ト回収がうまくいかなかったので,少 数サ ンプル企業の定性的分析
に切 り替えた。最後に,こ こで得 られた知見 を整理 し,今 後の研究方向を課題 として提示して
おきたい。
国際マーケティング ・プログラムの複合化方策を,ハ イブリッド方策 ・複数ライン方策 ・共
通要素方策 ・共通分母方策 という4つ に分類 してその実施状況を尋ねた。個別企業 レベ ルでは
大 きな格差があるが,平 均点は4.1点 から4.9点 までの間にある。 トータルでランキングすれ
ば,
1ハ イブ1ッ ドh>2土 浦 専 雁>3ラ イン 雁>4土 浦-、 梧
の順序になる。この順序が現実を反映 している ものなのか どうか,も っと数多 くのサンプルに
よって検証する必要があるが,か な り現実に近いのではないかと思われる。また,そ れぞれの
方策の具体的内容についてもより深い検討が必要である。個別事例研究 も必要であろう。 ヒヤ
リング等で若干の事例 については承知 してお り,そ のい くつかについては学会等で発表 してき
たが,詳 細については別稿に譲 らざるをえない。
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ハイブリッ ド方策 と共通分母方策については日本企業の方が欧米企業よりもより多 く実施 し
ていた。逆に,複 数ライン方策 と共通要素方策については欧米企業の方が日本企業よりも多 く
実施 していた。このことは同 じ産業に属する歯磨 き企業(臼)と トイレタリー企業(独)の 違
いにおいて典型的に示 されている。サ ンプル数が少ないので産業別動向を明示す ることはでき
ない。
国際マーケティング ・プロセスについては,き わめて単純に意思決定の所在で代替 した。今
後,マ ーケティング計画化のフローに沿った詳細 な研究が必要である。その点では諸上/根 本
らの研究は参考 になろ う。ただ本稿では意思決定を 「誰が」 しているのかまで尋ねている。 こ
れはビーチラー他の研究方向とも一致する。 しかも日本企業の海外子会社が意思決定 している
場合で も,そ のかなりの部分が 日本人によってなされているという事実 も,ビ ーチラー他の研
究結果 と一致 している。
製品政策については親会社の意思決定度合いがマーケティング ・ミックスの中で一番強かっ
たが,平 均4.5点 であ り一方的なものではない。ブラン ド,研 究開発,商 標,デ ザインな どは
5点 以上で親会社関与が強 く,市 場調査,製 品ポジショニング,包 装などは親会社関与が比較
的弱い。 このような結果はほぼ従来の研究結果と一致する。 しかしアフターサー ビスは親会社
関与が強いという従来の研究成果にもかかわらず,製 品政策の中では もっとも弱いものであっ
た。 しか も産業財でも耐久消費財でもそ うである。同じく親会社関与が強いと予想 された製品
保証 もそれほど高 くない(4.6点)。 欧米企業の場合,製 品保証 は子会社が決定 している。製品
政策に関 しては産業別,国 別に際だった違いは見 られない。
価格政策については平均3.2点 と子会社関与が強いものの,親 子間で協議 しなが ら決定 して
いる。販売促進政策や流通政策よりも点数は高く,よ り強 く親会社が関与 している。現地販売
価格については子会社主導であるが,親 会社 との協議は欠かせないということであろう。 日本
企業は欧米企業 よりも親会社の関与がとくに強い。産業別にはコモディティ産業で分権化が観
測 されるものの,個 別企業 レベルで見ると大 きな差がある。 日本企業の場合,分 権化 されてい
て も日本人の口出しが多い。全体では,3項 目平均 点レンジは6.0か ら1.0ま で幅広い。
販売促進政策については平均2.6点 とかな り子会社側 に意思決定のウェイ トがある。親会社
関与が強い と予想 された広告テーマについてさえ3.4点 にす ぎなかった。事業遂行上はむ しろ
流通政策 に属する販売員管理がもっとも低 く,平 均1.9点 である。相対的に見れば,欧 米企業
の方が 日本企業 よりも分権化 ・現地化 している。 日独の トイレタリー系3社 は,広 告テーマ,
広告 コピー,広 告表現 に4点 以上をつけ,メ ディア選択,PR,POP,販 売員管理にはほとんど
1点 をつけるという共通性が見 られる。機械産業 に属する企業の販売促進政策は分権化 ・現地
化 されてお り,従 来の研究成果に反する。
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流通政策については平均2.5点 と,一 ・番子会社側で意思決定 される度合いが一番強い。日本
企業だけみると3.0点 であ り,欧 米企業の1.0点 と好対照をなしている。日本企業は流通政策に
も親会社が関与 し差別化を図ろうとしている可能性が高い闘。事実,日 本企業の場合,か なり
分権化が進んでいて も現地化は欧米企業ほど進んでおらず,日 本人が流通政策に口を出すケー
スが多い。日本企業の流通政策は個別企業 レベルにおける格差が大 きい。卸売 システムや部品
補給システムなどの個々の項 目における意思決定のや り方が異なる可能性がある。
複合化の促進要因第1位 の ものは,回 答12の うち10個 が企業要因である。研究開発,製 造,
人的資源などに競争優位 をもつ という企業が多 く,国 際化経験年数が豊富 な者や親子間のコミ
ュニケーションに自信をもつ者 もいた。促進要因第1位 の残 り2個 は製品/産 業要因である。1
つはPLCが 成熟期 に達 したからであ り,も う1つ は産業上の競争優位があるか らと回答 してい
る。促進要因第1位 か ら第3位 までを合計する と,そ れぞれの構成比 は企業要因58.8%,製
品/産 業要因23.5%,環 境要因17.6%で あった。企業要因が6割 あるが,製 品/産 業要因と環
境要因も合計で4割 あることに注目したい。
複合化の阻害要因第1位 のものは,回 答12の うち6個 が環境要因,4個 が製品/産 業要因,2
個が企業要因である。環境要因は法律 ・為替相場 などの強制的環境要因や経済規模 ・言語など
の半強制的環境要因が挙げられていた。任意的環境要因はない。製品/産 業要因は産業寿命段
階,製 品寿命段階,製 品 タイプなど,す べて産業特性や製品特性 に関わるものである。企業要
因には市場シェアと親子関係が挙げ られていた。阻害要因第1位 に環境要因が半数 しか挙げら
れていないことは注 目に値する。従来の 「環境要因=標 準化達成可能要因,企 業要因=標 準化
達成遂行要因」 というシェーマは必ず しも妥当 しない。阻害要因第1位 から第3位 までを合計
すると,そ れぞれの構成比は企業要因14。7%,製 品/産 業要因29.4%,環 境要因55.9%で あっ
た。主要阻害要因の6割 弱が環境要因であるが,企 業要因と製品/産 業要因も合計で4割 強あ
ることに注目する必要がある。
企業プロフィールでは,製 品と対象市場を限定 した上で,さ まざまな企業要因を調査 しよう
とした。調査意図は,国 際マーケティング複合化の企業要因に関わる決定要因を事後的に導 き
だそうというものであった。つまり事実の中から決定要因を分析 しようとしたのである。たと
えば 「当該市場構成比」や 「取締役会外人比率」が高 まることがどの ように複合化 に影響をお
よぼすのか,と いうことである。今回はサンプル数が少な く,目 的を果たせなかった。このよ
うな複合化決定要因の分析は今後の課題 として残 されている。
さらに,経 営成果 との関係 もまったく論 じることができなかった。当初は,表4に 掲 げたよ
うな企業プロフィールか ら数量的な経営成果を導 き出そうと意図 していたわけである。複合化
と経営成果の関係分析 も,今 後の重大な課題である。
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多 くの課題が残されているが,今 回の調査やヒヤリングを通 して国際マーケティングの複合
化が間違いのない方向であることが確認 された。 しか も日本企業は,1980年 代 までの世界市
場での競争優位 にもかかわらず,こ の面での充実が強 く要請 されている。国際マーケティング
複合化を十全に遂行 しない限 り,大 競争時代の世界市場分割を巡 る多国籍企業間競争で生 き残
ることは不可能である。
注(1)拙 稿 「国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ 標 準 化 論 争 の 教 訓 」 『佐 賀 大 学 経 済 論 集 』 第26巻 第1号,1993年5
月,1～34ペ ー ジ,「 グ ロ ー バ ル ・マ ー ケ テ ィ ン グ の 分 析 枠 組 」 同 第26巻 第2号1993年7月,1
～27ペ ー ジ,「 グ ロ ー バ ル ・マ ー ケ テ ィ ン グ の 具 体 的 方 策 」 同 第26巻 第3号,1993年9月,1～
25ペ ー ジ 参 照 。 そ こ で は 世 界 的 標 準 化 と現 地 適 合 化 の 同 時 的 満 足 を 「グ ロ ー バ ル ・マ ー ケ テ ィ
ン グ 」 と 呼 び,「 複 合 化 」 とい う概 念 は 用 い て い な い 。 角 松 正 雄 ・大 石 芳 裕 編 著 『国 際 マ ー ケ テ
ィ ン グ 体 系 』 ミ ネ ル ヴ ァ書 房,1996年3月 の 第6章 「国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ 複 合 化 戦 略 」 で 「複
合 化 」 を 明 言 化 した 。
(2>前 掲 拙 稿 「国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ 複 合 化 戦 略 」,128～135ペ ー ジ 参 照 。 な お 表1に 挙 げ た 海 外
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(35,拙 稿 「『日本 的 』 国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ の 特 徴 」f佐 賀 大 学 経 済 論 集 』 第27巻 第4号1994年11月,
123～167ペ ー ジ 。 同 「日 本 企 業 の 国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ の 特 質 」 角 松 正 雄 編 『現 代 流 通 論6日
本 企 業 の マ ー ケ テ ィ ン グ』 大 月書 店,1995年11月,第2章 参 照
岡 諸 士/根 本 編 著 『グ ロ ー バ ル経 営 の 調 整 メ カ ニ ズ ム』,第5章 も参 照
勧Boddewyn,J.J.andGrosse,R,op.Cit.
鯛 前 掲 拙 稿 「グ ロ ー バ ル ・マ ー ケ テ ィ ン グ の分 析 枠 組 」
岡 前 掲 拙 稿 「日本 企 業 の 国 際 マ ー ケ テ ィ ン グ の 特 質 」 参 照 。
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国際マーケティング標準化論争




背景=競 争の激化,市 場の同質化,通 信 ・運輸技術の発達,経 営資源の蓄積
伝統的理論の限界:環 境論アプローチの意義と限界
1960年代の論争 ヨーロッパ市場における広告の域内標準化問題
背景:米 国 企業 の ヨー ロ ッパ 進出,新 規市 場,電 話,EthnocentricMind
賛成派 ・ 反対派
まウ
E.EIinder… ス ウ ェー デ ン の広 告会 社 社長 亨Y.FournisやJ.M.Lenormand…「ヨー 助'、'消費 者 」批 判
A.C.Fatt… 米 グ レイ 広告 会 社会 長 ・皇
E.Dichter… 「ワール ド ・カ スタ マー 」 違
1.Roostal… 広 告標 準 化へ の4つ の 障 壁
G.E.Miracle…8っ の意 思 決 定要 因
J.H.DonneIly/J.K.Ryan:Jr.…葵 証 的に 批 判
???
.耀 .身燗 醗 「ド搬 鯉 惣 難 罪 ・b泌 .「宇.賊 ミ.業際 こ騨 胃.穿 羅 暫...}ゆ 鯨.`ド.ギ 榎 摘 芽 褥 畑 島協 踊.㌘r黛 躁 ㌶ 声駆動 矯,多 寡ン怨コー 「`・'ぶ;窟..7.一 期.二
60年 代末 広告問題か らの脱却
W.Keegan… 製品政策 と広告政策の5つ の組み合わせ
R.D.BuzzelI…4P標 準化の利益と阻害要因容身
鰯..濡9軌 顯 ち'・甥.励=ノ.槻 亀`噂 ・.・・,.薩`ち:青 ゴ・配'::`<e3.子 二陣'窒 貿'診.ざ τ'..
1970年代の論争 標準化主張が後退し,各 国市場特性分析と実証研究の始まり
背 景:米 欧 間 競 争 二しocalCompetition,米欧 市 場 比 較,FAX,MuItidomesticMind
広 告や ブラ ン ドなどの 一部 では 標準 化 主 張あ り 蜜
J.KilIough,J.M.Peebles/J.K.Ryans/1.R.Vernon二歩
実 証研 究3標 準 化 肯定
R.Z.Sorenson/0.E.Wiechmann… 標 準化 こ そ核 戦略 導
市 場 特 性 分 析 中 心 儀
S.P.Douglas,Y.Hind,C.D,Urban,S.H.Britt
実 証 研 究=標 準 化 出 判
J.J.Boddewyr1/D.N.闘ansen,M.P.Kaoker,R,T.Green
鑛.謝 購 ・"澱麟'.丁 鑑.Ψ 撚 黙.__鞠v4・ 鄭..膿 「.価.re.隅 獄 聯 が・..子`㍉ 赫 階.,,,.・ 蜜・弄.r`..・'偲.「.二 満 馳5.;ツ.'ド.・「.r.㌶瓢.・ ミ..き搾 ご威・K・'?環
1980年代の論争 世界的標準化の主張,高 品質 ・低価格製品の提供
背 景:日 本企業 の台 頭=米 欧 日間競争,市 場 の同質 化,専 用回線,DCWorldMini
草薙 黙 嵩豊騰灘 贔1鱗 鯵燃嬢羅灘 孟篶騨
S・H・szagh/R・J・F。 ・/E・C・y・G・M.F・ 叩t・ ・/E・Buske爵B。dd,w!,
,J.A.0、el。h/E.J.H。ff.H.τ、k,、chiな ど 多 数 の 支 持x
/M.E.Porter_実証 的 に も 標 準 化 一 辺 倒 で は な い




1990年代の論争 単純な標準化/適 合化の排斥,新 たな問題提起
背景:米 欧 日MEs間 競争,市 場 の同質.性/異 質 性,Inter-NetGeocentricMind
① 世 界 的標 準 化 と現 地適 合 化の 中 間領 域 模索
T.Hisat㎝i,凹.C.Particelli,S.M.Sandier/D,Shani,R.A.Kustin,V.Sriram/P.GopaIakrishana,
1.B.BaaIbali/醐.K.Malhortra,J.WiIls
② 標 準 化/適 合 化と経 営 成 果の 実 証研 究
S.Samiee/K.Roth,D.k.Szymanski,F,M.Ma口u,S.0'Donnei./iJeong(draft)
③ 決 定要 因 の 研究"
1980年 代 の研 究 を踏 ま えてJ.J.Boddewyn/R.Grosse,S.Beechler/J.Stephan/V.Pucik/N.Campbeli(draft)



















グ ロー カ ル ユ ニ ・グ ロー バ ル
(Global-Loca1)(Uni-G且obal)
GL型:相 互調整型 UG型:本 社調整型 H





ロ ー バ ル マ ル チ ・リー ジ ョナ ル
(Loca畳 一Global) (M山i-Regi・na1)L
LG型:子 会社調 整型MR型:地 域本社調整型




出典:諸 上茂登/根 本孝編著 『グローバル経営の調整メカニズム』
文眞堂、1996年 、16ペ ージ
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図4グ ローバル ・マーケテ ィングの分析フレーム
(マーケテ ィング関連諸活動への関心)
グローバ ル グ ローパル マーケテ ィ マ ーケティ 経営
経 済への 経済への ングおよび ング ・プロ 成果
影響 要因 類型化基準 関連活動 の グラム及 び と



























経 営 理 念:高(4.33)
人材 派 遣
本 社 → 子 会社:中(3.17)
子 会 社 → 本 社:高(2.25)









経 営 理 念:高(4.33)
人材 派 遣
本 社 → 子 会社:中(2.75)
子 会 社 → 本 社:低(1.3E)









経 営 理 念:中'(3.82)
人 材 派遣
本 社 → 子 会 社:中'(3.17)
子 会 社 → 本 社:低(L58)











本 社 → 子 会 社:中(2.79)
子 会 社 → 本 社:低(1.29)
本 社 研 修:中(2.36)
出典:図3に 同 じ、126ペ ー ジ
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表1日 系子会社の分権化と現地化
サンプル全体 在米子会社 在欧子会社




合議で 0 27.567.8435.40 0 24.1412.6636.80 0 29.704.8034.50
現地人 0 0 20.0720.07 0 0 19.5519.55 0 0 20.4020.40
合 計 22.3629.2848.37100.0120.4726.6152.92100.0023.5430.9545.5099.99
出 典:Beechler,S.,etaL,DecisionMakingLocalizationAndDecentralizationInJapaneseMNCs:Are
ThereCostsOfLeavingLocalManagersOutOfTheLoop?(1995,draft)より許 可 を得 て 転 載
表2日 系子会社:項 目別の分権化と現地化
現地化 分権化
全体 在米 在欧 全体 在米 在欧
3ヵ 年 計 画 策 定 1.82 1.71 1.89 2.26 2.31 2.22
日本にはない製品/サ ービスの開発 1.96 2.05 L89 2.27 2.35 2.21
日本に関連した製品/サ ービスの開発 L45 1.52 1.41 1.65 1.71 1.61
製 品/サ ー ビスの価 格 設 定 1.94 1.96 1.93 2.42 2.46 2.40
製 品 デ ザ イ ン の 変 更 1.69 1.72 1.68 1.95 1.95 1.95
売 上 高 目 標 の 設 定 2.11 2.16 2.09 2.54 2.67 2.48
利 益 額 目 標 の 設 定 1.83 1.84 1.83 2.24 2.41 2.19
利 益 マ ー ジ ン の 設 定 1.84 1.79 1.87 2.28 2.32 2.25
新 工 場/支 店 の 設 立 1.51 1.57 1.47 1.73 1.97 1.57
現 地 資 金 調 達 1.59 1.37 1.72 2.45 2.37 2.50
販 売 促 進 政 策 決 定 2.24 2.23 2.25 2.78 2.88 2.72
孫 会 社/合 弁 会 社 の 設 立 1.48 1.47 1.48 1.67 1.70 1.65
現 地 人 幹 部 の 昇 進 1.60 1.61 1.60 2.36 2.44 2.31
現 地 人 幹 部 の ボ ー ナ ス 1.56 1.64 1.51 2.68 2.61 2.73
全 体 平 均 1.74 1.74 1.73 2.24 2.32 2.19
注:1=日 本/日 本人だけによる決定 出典:前 表 に同 じ




利益 売上高 ROI 市場シェア 新装品開発 従業員モラル予算一致度 ROA 総業績
3カ 年 計 画 策 定 一〇.049 0,011一C.022 0,107 0,0450.152'0,017一〇,088 0,047
日本にはない製品/サ ービスの開発 一〇,087 一〇.062 一〇.082 α104 0,003 0,017一〇,112 一〇.062 一〇,045
日本に関連した製品/サ ービスの開発 0,113一〇.053 0,0600,125一〇.002
含曹
0,2540,0510,063 α070
製 品/サ ー ビ ス の 価 格 設 定 一〇,122 一〇.067 一〇,075 0,053一〇,090 0.296'0,042一〇,075 一〇.083
製 品 デ ザ イ ン の 変 更 一〇.02< 一〇.127 一〇,027 一〇,106 一〇,076 0,079一〇.188t 0,059一〇.106
売 上 高 目 標 の 設 定 一〇.033 0,019一〇,093 0,0520,0310.181'α034 一〇,031 一〇,001
利 益 額 目 標 の 設 定 0,0010,024一α066 0,045α120 α154 0,0960,020 α040
利 益 マ ー ジ ン の 設 定 一〇,033 一〇.036 一〇,117 0,0870,0450,127 0,085α001 一〇.010
新 工 場/支 店 の 設 立 0,0180,053一〇.028 0,1200,1480,0510,107一〇,004 一〇.007
現 地 資 金 調 達 0,1450,0160,062 α117 0,0670,1220,102 0,0210,121
販 売 促 進 政 策 決 定 一〇,078 一〇.053 一〇,127 0,0140,1000.245脅 0,107 0.04:一〇,027
孫 会社/合 弁 会社 の設立 _a.087一〇,179 一〇.098 一〇.035 0.09E0,0030,019一α064 一α145
現 地 人 幹 部 の 昇 進 一〇.012 0,004一〇,188 0,0330,0850ユ90 0,148一〇.113 一〇,011
現 地 人 幹 部 の 給 料 一〇.104 一〇,112 一〇.159 0,030 0,0300,174一α009 一〇,236 一α070
現 地 人 幹 部 の ボ ー ナ ス 一〇.048 一〇.068 一〇.219 0,053 0,0110,132一〇,004 一〇,165 一〇,060
全 体 平 均 一〇.094 一〇,056 一〇.142 0,074 0,024 脅0,2230,035一〇,117 一〇.061
注:t=pく.10*=p<.05**=p<.01***=p〈.001出 典:前 表 に 同 じ
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表4調 査サンプル企業(部 門)に ついて
企 業(部 門)プ ロフ ィール
日本 FOUTUNE
1 2 3 4 5 6 7 8 9
対 象 製 品 名 建設機械 RV車 電卓 合成繊維 歯磨き シ ャ ン プー 独 トイレタリ 米機械 米機関車部品
対 象 海 外 市 場 北米 欧米 ・豪 全世界 全世界 マ レー シ ア タイ 米 極東 ・東 欧 欧米 ・印 ・中
当該市場構成比 40.0% 30.0% 47.7% 4.0% 1.0% 10.0% 4.0% 33.0% 35.0%
製 品 供 給 元 全世界 母国 母/途 全世界 第三途 当該市場 当該市場 当該市場 当該市場
輸 出 開 始 年 度 1955 1966 1966 一 1987 1950 1930 1950 一
生 産 開 始 年 度 1967 1961 一 1969 1987 1969 1972 1950 1960
海外売上高比率 #32 30 47.7 25 7 100 66 *35 50
海外生産高比率 #24 80 53 70 *35 50
海外R&D比 率 #15 5 70 5 *20 80
取締役会外人比率 #0 0 0 5 0 0 *67 *95 100
部 門 売 上 高 #619b 134,8371,600 1.92 60,000 2,100m*7,600m1,100m
部 門 従 業 員 数 #23,000700 3,300 36 30 *16,000*40,000 100
売上高R&D比 率 #3 4 5 *2.5 8
注:「 日本」は 日本企業、「FOUTUNE」 はFOUTUNE500社 に含 まれる もの、「THAILAND」 はタイ
の外資系企業を意味する。
「海外売上高比率」以下の#は 連結を意味 し、*は 親会社の数値を意味する。





10 11 12 13
自動車 変圧器 電気部品 ドライヤ 日本合計 日本平均 Foum祀 合計FO㎜E平 均全合計 全平均
タイ アセアン 南ア ジア アジア
99.0% 100.f% 5.0% 一 22.1% 22.7% 34.1%
当該市場 当該市場 母国 n.a.
1986 1991 1992 1989 1965 1940 1990
1991 1992 1987 1971 1961 1990
*5 *50 70 99 40.3% 50.3% 47.4%
*5 *50 70 99 56.8% 42.5% 53.6%
*5 *100 5 0 30.0% 35.0% 30.5%
*90 *10 10 0 0.8% 87.3% 29.0%
*2,650m *31m 20m 19m
*4,40( *2,100 500 865
*15 *100 2 0 4.0% 5.3% 15.5%





建設機織RV車 電卓 合成繊維 歯磨き シャンプー 独 トイレタリ 米機城 米機関車部品
ハ イ ブ リ ッ ド方 策 ・765566365
複 数 ラ イ ン 方,策5,53446666
共 通 要 素 方 策6555S6666
共 通 分 母 方 策663526262
合 計/平 均6.05.59.04,84.06.04。36.04.8
一
く 製 品 〉 鎚設機械RV庫 電卓 合成繊維 歯磨き シャンプー 独 トイレタリ 米機械 米機関車部品
而i場 調 査4434『54234
研 究 開 発 ・ ・546766756
核 製 品 機 能545797736
デ ザ イ ン445546735
ブ ラ ン ド54754『6・7且a7
商 標44L54771a7
包 装494539645
製品 ポ ジシ ョニ ング44-46365・51a
ア フ タ ー サ ー ビ ス493461blalala


















〈 販 売 促 進 〉
広 告 テ ー マ2ab434t4551ala
広RLコ ピ ー 蓋ab424b44n.a.且ala
広 告 表 現1ab424b444tola
メ デ ィ ア 選 択1ab923blalblalaIa
PR6424blalalalaIa
POP2ab424bIa2alala1a
販 売 員 管 理lab421ala且an.a.lala
合 計/平 均2.(9.02.13。42.32.62.4LO'L(
〈 流 通 〉
卸 売 シ ス デ ム3s32ala61alala
小 売 シ ス テ ム2ab422ala61alala
物 流 シ ス テ ム34・24b.la2b且ala豊a
メインテナンス ・シ1テ ム2ab924bla2bn.a.1ala
部 品 補 給 シ ス テ ム3454b32bn.a.1ala
合 計/平 均2.64.t2.83。21.43.6LOl.OLO
一
建設機械RV車 電卓 合成繊維 歯磨き シャンプー 独トイレタリ 米機楓 米機関車部品
主・要 促 進 要 因X3aXlbX2Y3cXlbX2aX4c.XX4c
X2dZlaX3Y4aX2dX3aX2c}X2d
YlbZldXlX4bZ8bX2dXlaZY5a
主 要 阻 害 要 因Z3aX2dZ4YlaX4xZ8bY3ZZIa
Z8dYlcZ8Y5CZlcZgbZgbYYlb
YlaZgaZgY6c・Z9bX3cZgXZga
注:国 際マーケティング ・プロセス とプログラムの数値 は意思決定の所在(1が 子会社,7が 親会
社)を 示す。
同 じく,プ ロセスとプログラムの添え字は意思決定所在(aが 現地人,bが 日本人,cが 第三国
人)を 示す。
n.a.は 数値不明。空白も同 じ。
複合化の促進要因 ・阻害要因のXは 企業要因,Yは 製品/産 業要因,Zは 環境要因 を示す。数



















































広 告 表 現 べ∵ 、こ ㍗・
小 売 価 格;・'♪ ら`∴ 〆3'





親 会 社 匡=至=到
A社 ・.{完 全採用 ゾ ン
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図9共 通 分 母 方 策
一一一一一。一一 ・最高級セ グメン ト志向
… ・… 一・・… 特殊セ グメン ト志向
。… ベル ト・セ グメン ト志向
ABCDEFGH市 場
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表6複 合化の主要促進要因 ・主要阻害要因
X企 業要因
1競 争優位の所在a.企 業文化,b.研 究開発,c.製 造,d.財 務,e.人 的資源,x.そ の他
2戦 略志向a.ROI,b.キ ャッシュフロー,c.長 期的成長,d.市 場シェア,x.そ の他
3国 際化度a,経 験年数,b海 外売上高,c.取 締役会における外国人比率,x.そ の他
4親 子 関係a組 織構造,b.親 会社の統制力,c.親 子 間の コミュニケーシ ョン,d.子 会社の地位,
x.その他
Y製 品/産 業要因
1産 業特性a産 業寿命における段 階,b.競 争の程度,c産 業上の競争優位の所在,x.そ の他
2製 品 タイプa.産 業財,b.耐 久消費財,c.非 耐久消費財
3製 品寿命段階a導 入期,b.成 長期,C成 熟期,C.衰 退期
4技 術 レベルa.高 度,b.中 程度,c.低 度
5関 与 レベルa.高 度,b.中 程度,c.低 度
6代 替性a.困 難i,b.中 位,c.安 易
※関与 とは製品 に対 して消費者がもつ 「こだわ り」。
Z環 境 要 因
1法 制 度a.法 律,b,条 例,c.規 則,d.条 約,e.協 定,x.そ の 他
2社 会 構 造a.階 級 制 度,b.都 市 化 率,c.教 育 レベ ル,d,家 族 シ ス テ ム,x.そ の 他
3金 融 制 度a.為 替 相 場,b.利 子 率,c.金 融 シ ス テ ム,x.そ の 他
4経 済 規 模a.人 口,b.市 場 規 模,c購 買 力,x.そ の 他
5経 済 発 展a.経 済 発 展 レ ベ ル,b.経 済 発 展 速 度,c.経 済 発 展 方 向,x.そ の 他
6イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ュ アa.道 路/橋/港/空 港 な ど,b.通 信,c.流 通,d.支 援 産 業,x.そ の 他
7地 理 要 因a.気 温,b.湿 度,c.風,d.地 形,x.そ の 他
8文 化 要 因a.宗 教,b.言 語,c.伝 統,d慣 習,x.そ の 他
C消 費 者 行 動a .国民 性,b.ラ イ フ ス タ イ ル,c.価 値 観,d.識 字 率,x.そ の 他
